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■401（k）関連システム
の全体構成

米国における401（k）プラン関

係のシステムおよび関連機関の全

体的な構成は図１に示したとおり

である。図中で、楕円でくくった

部分が401（k）関連のシステムで

ある。それぞれ、関連する次の５

つの機関に属している。

①年金アドミニストレ－ション

（管理）業者

②プランスポンサー（企業）ま

たは代行業者

③金融機関

④信託銀行

⑤ネットワーク提供業者

■5つの機関とその
401（k）関連業務

（1）年金アドミニストレーション

業者

年金アドミニストレーションは

狭義のレコードキーピング（登録）

業務であり、年金の口座管理を従

業員単位で行う。

本来は、年金プランを管理する

企業側の業務であるが、現在では

アウトソーシングが大勢を占めて

いる。次のようなサービスを提供

している。

①年金口座管理

②従業員向け各種報告書の作成

と送付

③企業・当局向け各種報告書の　

作成

（2）プランスポンサー（企業） ま

たは代行業者

プランスポンサーの業務は、自

社従業員に対してサービスを提供

することである。なお、確定拠出

型年金は、その運用責任は個々の

従業員が負うが、企業が提供する

福利厚生の一環とも位置づけられ

ている。

このため経営戦略上、投資教育

を含めた各種のサービスを従業員

に提供する企業が増えている。提

供するサービスには、次のような

ものがある。

①投資教育・トレーニング

②資産運用プランニング

③運用状況の問い合わせ対応

④運用指示への対応

金融機関なども年金プラン提供

の際に、このような従業員向けサ

ービスを代行している。このサー

ビスの代行方法が、金融機関側か

らみた大きな差別化要因となって

いる。

代行業者が業務を行う場合に

は、広範囲のサービスを多数の企

業従業員に提供するため、システ

ムによる省力化が重視され、集中

コールセンターやIVR（音声自動

応答）などが採用されている。

インターネットやイントラネッ

トでのサービス提供も急増してい

る。企業向け代行業者の約７割が、

インターネットによるサービスを
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提供しているといわれている。

（3）金融機関

401（k）プランの場合、金融機

関が提供する各種の投資商品で運

用するが、それらは金融機関の窓

口で販売しているものと類似か同

一の場合がほとんどである。

また、運用益なども退職時まで

課税繰り延べとなるため、金融機

関でも非課税処理などの対応が必

要になっている。

（4）信託銀行

401（k）プランで運用される資

産は、年金資産として他の資産と

分別して管理する必要がある。

このため、カストディアン（証

券保管業者）としての信託銀行が

これを管理する。

（5）ネットワーク提供業者

401（k）プラン関連の各種サー

ビスの提供主体は、ほとんどの場

合、別々の企業である。このため、

これらをネットワークで結ぶ必要

がある。

これまでは、物理的なネットワ

ークが存在せず、磁気テープ交換

などによるのが通例であった。

しかし、NSCC（米国の決済機

関）が、年金アドミニストレ－シ

ョン業者、金融機関、信託銀行を

結ぶネットワークサービスの提供

を開始するなど、各種のネットワ

ークの利用が検討され始めてい

る。

確定拠出型年金関連のシステム

は多岐にわたるが、その性格上、

差別化要因となるシステムと、コ

スト抑制を重視すべきシステムと

に分かれる。

金融機関としては、前者に着目

し、企業へのサービス差別化を支

援するシステムを提供すること

が、今後の重要な検討課題となろ

う。
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